
健康・省エネ住宅を推進する
先導プロジェクト

提案者 健康・省エネ住宅を推進する地域協議会連合

代表提案者 エコワークス株式会社

事務局 木と住まい研究協会

2016年2月22日
第17回住宅・建築物の省ＣＯ2シンポジウム

国土交通省 平成27年度第2回
サステナブル建築物等先導事業（省ＣＯ２先導型） 採択プロジェクト

健 康
(医療費・介護費削減・子育支援)

と 住宅の省ＣＯ2化 の

両立 を 目的 に

（１）提案プロジェクト全体の概要 （優先課題への対応を含む）及び先導的なアピール点 1

超高断熱住宅の

全国的な普及を目指します

ＨＡＥＴ20
Ｇ2グレード

平成25年基準に
満たない住宅

新築

前

新築

後

全国で

３００棟



2（２）本提案の背景

ｽﾏｰﾄｳｪﾙﾈｽ住宅等推進モデル事業の

”超高断熱”新築版を提案します

現在、実施中のスマートウェルネス住宅等推進モデル事業（特定部門）は断
熱リフォーム等に限定したものであり、その工事内容は改修タイプＢ程度の簡
易な工事が多い。

そこで、本提案では、HEAT20提案のＧ２グレードを超高断熱と定義し、リ
フォームでは困難な超高断熱な住宅を新築し入居した場合の入居前後の冬季
の健康調査を行い、高断熱化のＮＥＢについてさらに有意なエビデンス取得を
目指しています。

＜本提案の背景＞

３（３）スマートウェルネス住宅等推進事業
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4

先導的提案 (例1) 寒冷地等 先導的提案 (例2) 温暖地等

深刻化の一途を辿る地球温暖化とエネルギー対
策のために2009年に発足した
「2020年を見据えた住宅の高断熱化技術開発委員会」
という民間団体です。
（委員長：独立行政法人建築研究所・理事長 坂本雄三）

これまでの住宅市場における高断熱住宅は
ＨＥＡＴ２０が提唱するＧ１程度の断熱性能が一般的で
あったが、昨今開口部（サッシ）や断熱材の高性能化
と低価格化が急激に進展していることから、住宅市場
はＧ２グレードの断熱性を有する超高断熱住宅の普
及の黎明期と言える。
Ｇ２グレードの住宅であれば、省エネ基準上の各地

の代表暖房方式（居室連続又は部分間欠）における
暖房負荷と同じ程度で全館暖房が可能となり、全館で
暖かく温度差の小さい住環境が可能となります。
また省エネ基準上の各地の代表暖房方式で比較す

ると30～４５％の省エネ性向上となり、ＺＥＨの達成も
容易になる外皮性能となります。

（４） 提案プロジェクト全体の概要 省エネ措置の内容

[外皮平均熱貫流率（UA値）単位：W/㎡・K]

超高断熱とは

ＨＡＥＴ20

Ｇ2グレード

（ニアリーZEH以上）（ニアリーZEH以上）

地域区分 1 2 3 4 5 6 7

H25年基準 0.46 0.46 0.56 0.75 0.87 0.87 0.87

ZEH強化外皮基準

（経済産業省）
0.4 0.4 0.5 0.6 0.6 0.6 0.6

HEAT20Ｇ１グレード 0.34 0.34 0.38 0.46 0.48 0.56 0.56

本提案
HEAT20Ｇ２グレード

0.28 0.28 0.28 0.34 0.34 0.46 0.46
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5

Ｂ．全館連続暖房方式における暖房負荷削減率

Ｇ２では概ねＨ２５基準レベルと同等のエネルギーで全館暖房が可能

Ａ.冬期間の最低の体感温度（作用温度）

温暖地においてはＧ２で非暖房室でも概ね１３℃を下回らない

HEAT20で想定する地域毎の暖房方式

1、2地域

(参考)
平成25年基準
レベルの住宅

概ね10℃を下回らない

概ね13℃を下回らない

概ね15℃を下回らない

外皮性能グレード

Ｇ1

Ｇ2

3地域

概ね8℃を下回らない

4～7地域

概ね10℃を下回らない

概ね13℃を下回らない

1、2地域

約10％削減 約30％削減 約50％削減

約20％削減

外皮性能グレード 3地域 4～7地域

Ｇ1

Ｇ2
Ｈ25基準レベルと概ね同等の
エネルギーで全館暖房が可能

約10％削減

約10％削減

1、2地域

ＬＤＫ
【平日､14時間】
【休日､13時間】

主寝室 【全日､9時間】 【全日､3時間】

子供室
【平日､3時間】
【休日､7・10時間】

【平日､3時間】
【休日､7・10時間】

トイレ、廊下、
浴室、洗面所

和室

在室時暖房
（深夜･日中は除く）

連続暖房【24時間】

外皮性能グレード 3地域 4～7地域

【
暖
房
時
間

】

暖
房
方
式

連続暖房
【平日24時間、休日19時間】

在室時
暖房

（深夜･日
中は除く）

暖房無し 暖房無し 暖房無し

（５） 提案プロジェクト全体の概要
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6（６）提案プロジェクトの実施体制

提案団体は、健康・省エネ住宅を推進する地域協議会連合という”任意団体”であり、その任意団体に所属する事業者は①健康・省エネ住宅を推進
する国民会議の連携団体である全国４３か所の地域協議会と②その地域協議会に所属する地域の工務店等の約４００社です。

事務局は、一般社団法人木と住まい研究協会（理事長：有馬孝禮（東京大学名誉教授） 、専務理事：平田潤一郎（すてきナイスグループ株式会社取
締役） ）が務め、本提案の事業を実施する工務店等の支援を行うと同時に、本事業の事務委託事業者との書類及び補助金授受の窓口となります。
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ご清聴ありがとうございました。




